
奈良県道路整備基本計画（改定案）の概要（１）

Ⅰ.「整備すべき道路のあり方」

１．骨格幹線道路ネットワークの形成

２．奈良県経済の進展に対応した目的志向の道路整備の推進

① 企業立地を支援する道路整備の推進

■企業立地環境の改善 ■通勤や業務移動の円滑化

－工業団地へのアクセス道路の整備 －効率的かつ効果的な渋滞対策の推進

－バス通勤環境の向上

黒字 ： 現計画
赤字 ： 追加検討事項

② 観光振興に資する道路整備の推進

■観光地間の周遊促進

■観光地内の回遊促進

■観光地へのアクセス性の向上

－各種ソフト施策の実施

－世界遺産等を周遊するルートの形成

－公共交通の利用環境の整備

－公共交通を補完する交通手段の確保

－自転車による周遊促進－公共交通アクセスの強化

３．安全・安心を支える道路整備

③ まちづくりに資する道路整備の推進 ■公共交通利便の増進

■道・駅・まちの一体的なまちづくり

■災害に強い道路の整備 ■老朽化に対応した適切な維持管理の実施

■暮らしを支える交通安全対策

－PDCAｻｲｸﾙによる効率的かつ効果的な交通

－通学路の安全確保

－災害時の安全かつ円滑な移動の確保

－駅周辺の回遊まちづくり

－乗継ぎ、乗換え利便の向上

－効率的かつ効果的な道路防災対策の推進

－役場や災害拠点病院等へのアクセスの改善

－紀伊半島アンカールートの早期整備

－地域公共交通の維持・確保施策との連携

■生活空間における道路環境整備の推進

－生活空間における歩行者・自転車利用環境の向上

－路線バス等の利便性の向上

４．整備にあたっての条件・配慮事項

① 風格ある景観形成と環境への配慮

■観光地等における総合的な景観形成

■設計水準の底上げ

■環境への配慮

③ 使い易さの追求

■分かりやすい案内標識の整備

■適時かつ的確な道路情報の提供

■バリアフリー化、ユニバーサルデザインの推進

② 道路ストックの有効活用と効率的な整備

■既存道路の効果的活用

■道路ストック活用等による効率的な整備の推進

■最適なストック管理の推進

■無電柱化の推進

・まちづくり基本構想策定時には、「無電柱化」、「植栽整備」、「屋外広告物規制」等を検討

・駅周辺整備と連携した結節点整備

－事後保全から予防保全への転換促進①路線の線的整備の推進 各路線の未改良区間の整備

②結節点等の点的整備の推進 路線相互の接続強化

③課題箇所の面的検討 ネットワークの脆弱箇所、通過交通抑制箇所の面的検討

■実現のための事業展開

－観光地への端末アクセス道路の確保

－効率的、効果的な渋滞対策（再掲）

－ＩＣＴの技術革新を踏まえた新たな取り組み

－新たな交通システムの導入検討

－病院等の整備と一体となったアクセス道路の確保

－沿道店舗周辺の幹線道路機能の確保

－大規模広域防災拠点へのアクセス道路の検討

－重要インフラの防災・減災対策の推進

－無電柱化の推進

－市町村への支援（垂直補完）

－総合的な歩道整備の推進

■多様な交通モード間の連携

■骨格幹線道路ネットワーク

【広域幹線道路網】

〇現行計画を継承しつつ、北部・南部における縦軸・横軸の最適化に向けた検討

【県内ネットワーク】

〔縦軸〕京奈和自動車道（全線事業化）の事業推進

〔横軸〕名阪国道の最適利用に向けた抜本的対策等の検討

第二阪奈道路と京奈和自動車道を接続する広域ネットワークの検討

・紀伊半島アンカールートの事業推進
・大規模広域防災拠点へのアクセス道路の検討

安全対策

資料２ー１



Ⅱ.「道路整備の進め方」

奈良県道路整備基本計画（改定案）の概要（２）

１．評価の重視と「選択と集中」 ２．連携・協働と説明責任

３．契約・許認可の適正確保と品質向上

①市町村等の関係機関との連携・協働

■まちづくりとしての総合性の重視

■多様な主体との連携の重視

② 説明責任の重視

■積極的な県民コミュニケーション

■施策の「見える化」と県民意見の反映

■完了宣言の推進

■契約手続の適正確保

■許認可における適正確保

① 段階に応じた評価の実施

② 「選択と集中」に基づく予算・事業マネジメント

③ 新たなニーズを把握する調査

■事業着手前段階：用地状況や効果を踏まえた優先度の検討

■事業段階：事業評価の充実

■重要事業・重要施策への重点的投資

■一般箇所における進捗管理型投資

■交通流動の変化の把握

■計画段階：都市計画の見直し

－新規事業採択時評価の充実

－事業再評価の充実

－事後評価の対象の拡大

－重要な事業への重点的投資

－重要な施策への重点的投資

－事業再評価を踏まえた投資

－事業化後の円滑な事業マネジメント

・京奈和自動車道やリニア中央新幹線の事業展開を踏まえた、県内交通流動の変化の調査

・外国人も含めた観光に関する人と車の動きを把握する調査体系の確立

－他の道路管理者等との連携・協働

－交通管理者との連携・協働

－住民等との協働

－関係行政分野や事業者との連携

－公共工事の適正な施工及び品質の確保

－公共工事の透明性・競争性・公平性の確保

－発注単位等の工夫による効率化の推進

黒字 ： 現計画
赤字 ： 追加検討事項



奈良県道路整備基本計画（改定案）の概要（３）

「道路の整備に関するプログラム」

○計画の期間

・ 2019年度（平成31年度）から2023年度までの5年間

※骨格幹線道路ネットワークは、概ね10年後の姿を表記

○対象事業

・ 県事業、市町村事業、高速・直轄事業

○主な整備箇所

・骨格幹線道路ネットワーク 事業展開箇所

（線的整備箇所、点的整備箇所、面的検討箇所）

※供用見通しの得られた箇所については、完成供用や部分供用などの

整備目標を表記

○総事業費

・ 奈良県事業については、平成30年度当初予算を前提に概算

（約890億円）

○整備箇所等の見直し

・ 毎年、整備箇所や供用見通しにあわせた整備目標の見直しを予定

《道路の整備に関するプログラム（案）の概要》

○骨格幹線道路ネットワークの事業展開箇所 イメージ（下表は現計画のもの）

・ 整備完了箇所は削除し、新たな事業展開箇所については、今後検討



奈良県道路整備基本計画（改定案）の概要（４）

骨格幹線道路ネットワーク（奈良県全域） 骨格幹線道路ネットワーク（大和平野部）

図１ 骨格幹線道路ネットワークの主な事業展開箇所（奈良県全域） 図２ 骨格幹線道路ネットワークの主な事業展開箇所（大和平野部）

〔 下図は現計画のもの 〕 〔 下図は現計画のもの 〕



Ⅰ整備すべき道路のあり方

１．骨格幹線道路ネットワークの形成 （２）骨格幹線道路ネットワークとその考え方

対象道路の考え方

基本計画改定版に盛り込む内容

1

○ 現行計画を継承しつつ、北部・南部における縦軸・横軸の最適化に向けた検討を進める
【広域幹線道路網】 【県内ネットワーク】

〔縦軸〕京奈和自動車道（全線事業化）の事業推進

〔横軸〕名阪国道の最適利用に向けた抜本的対策等の検討

第二阪奈道路と京奈和自動車道を接続する広域ネットワークの検討

・紀伊半島アンカールートの事業推進
・大規模広域防災拠点へのアクセス道路の検討

現行計画をベースとした事業展開箇所 今後の検討箇所

名阪国道

第二阪奈道路と京奈和自動車道を
接続する広域ネットワーク

大規模広域防災拠点
へのアクセス道路

資料２－２

名阪国道の最適利用に向けた
抜本的対策等

大規模広域防災拠点
候補地



２．奈良県経済の進展に対応した目的志向の道路整備の推進 （１）企業立地を支援する道路整備の推進

①企業立地環境の改善

Ⅰ整備すべき道路のあり方

基本計画改定版に盛り込む内容

○ 工業ゾーン創出に係る取り組み等を踏まえ、工業団地の造成時期や、民間投資と連携したアクセス道路の整備を
市町村と連携して推進

2

唐院工業団地周辺地区に係る奈良県と川西町との
工業ゾーン創出に関する連携協定

（締結日：平成29年9月5日）〔川西町〕

田原本町十六面・西竹田地区における
工業ゾーン創出に関する連携協定

（締結日：平成30年8月24日）〔田原本町〕

2

〔田原本町〕

近
鉄
橿
原
線

京
奈
和
自
動
車
道

川西町

県道天理王寺線

結崎

産業基盤に資する交通基盤の形成

新たな工業ゾーンの
創出を目指す地域

産業拠点
（昭和工業団地）

天理市

安堵町

河合町

法隆寺IC

三宅IC

法隆寺

ﾌｧﾐﾘｰ
公園前

二階堂

池部

産業拠点
（結崎工業団地）

大和まほろばスマートIC

※新たな工業ゾーンの範囲については、
今後、変更となる可能性がある。

※新たな工業ゾーンの範囲については、
今後、変更となる可能性がある。

産業拠点
（唐院工業団地）



２．奈良県経済の進展に対応した目的志向の道路整備の推進 （１）企業立地を支援する道路整備の推進

②通勤や業務移動の円滑化（１）

Ⅰ整備すべき道路のあり方

基本計画改定版に盛り込む内容

○ 効率的かつ効果的な渋滞対策の推進

・用地買収が伴わない右折レーン延伸などの速効対策を重点的に実施

・速効対策等と併せて、地元協力が得られた箇所の交差点改良などのハード対策を実施

・対策の立案や効果検証については、ETC2.0などのビッグデータを活用し、多様な指標による分析を実施

効率的かつ効果的な渋滞対策の推進

・産業集積地へのアクセス道路上の渋滞箇所
（改善案：右折レーン設置）

▲大江町南交差点（県道 大和郡山環状線）

■速効対策の実施例

対策前

右折レーン
の延伸

対策後

対策前

■用地買収を伴うハード対策の実施例

▲中和幹線 葛本町交差点 ▲（主）御所香芝線 太田南交差点

対策後

左折レーン
の設置

大和郡山環状線

〔位置図〕

大江町南
交差点

奈良市

天理市

大和郡山市

京奈和（大和北道路）
※事業中

西九条工業団地

国道24号

至 天理（櫟本）

3

至 奈良 至 郡山IC



２．奈良県経済の進展に対応した目的志向の道路整備の推進 （１）企業立地を支援する道路整備の推進

②通勤や業務移動の円滑化（２）

Ⅰ整備すべき道路のあり方

4

■プローブデータの活用

▲柏木町交差点付近の状況

・国道２４号（奈良市域）の渋滞対策について

対策後



２．奈良県経済の進展に対応した目的志向の道路整備の推進 （２）観光振興に資する道路整備の推進

①観光地へのアクセス性の向上（１）

○公共交通アクセスの強化
・周辺環境や利用状況の変化に合わせた「ぐるっとバス」の運行の見直し
・情報発信施設、休憩施設や店舗等を併設する奈良公園バスターミナルの供用

○公共交通の利用環境の整備
・スマートフォンやデジタルサイネージ等を活用したバスロケーションシステムをはじめ、公共交通に係る
情報提供システムの整備を促進

○公共交通を補完する交通手段の確保
・民間事業者によるサイクルポートの設置支援、シェアサイクルの普及促進

○ICTの技術革新を踏まえた新たな取組み
・ビッグデータ等の道路情報を活用し渋滞対策などの面的な交通マネジメントを推進

Ⅰ整備すべき道路のあり方

基本計画改定版に盛り込む内容

5

公共交通アクセスの強化

■ぐるっとバスのルートの再編
【見直し内容】

○ ぐるっとバス「平城宮跡ルート」を「大宮通りルート」に再編
（※ 奈良公園と平城宮跡を直結したルートに見直し）

○「奈良公園ルート」を2系統に分割
（※奈良公園ルートと若草山麓ルートの2系統）

○ 新たな乗り継ぎ拠点に、「大仏殿前駐車場」停留所を新設

○ 春・秋の観光シーズンの土日祝は、奈良公園内道路が混雑する
ため、大宮通りルートは、大仏殿前駐車場で折り返し運行

大
仏
殿
前
駐
車
場



２．奈良県経済の進展に対応した目的志向の道路整備の推進 （２）観光振興に資する道路整備の推進

①観光地へのアクセス性の向上（２）

Ⅰ整備すべき道路のあり方

6

公共交通の利用環境の充実

公共交通を補完する交通手段の確保

ICTの技術革新を踏まえた新たな取組み

■シェアサイクルの普及促進

■バスロケーションシステムによるバス情報の提供

■奈良公園バスターミナルの供用

■ICT・交通マネジメントとしてｴﾘｱﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞの導入検討（鎌倉市）

▲バスロケーションシステム
【スマートフォン画面イメージ(奈良バスなびweb)】

▲バス情報表示システム（県庁前バス停）

モバイクポート

ドコモバイクポート

民間事業者によるサイクルポートの設置促進

県内におけるシェアサイクルポートの設置状況

出典：国土交通省鎌倉エリア観光渋滞対策実験協議資料



２．奈良県経済の進展に対応した目的志向の道路整備の推進 （２）観光振興に資する道路整備の推進

②観光地間の周遊促進（１）

○各種ソフト施策実施
・インバウンド観光需要に対応した観光案内の充実
・案内標識の連続化、道路案内標識における「英語」表記、交差点名標識への観光地等の名称表示、高速道路ナンバ

リングなど、 外国人観光客を含むすべての人にわかりやすい道案内の推進

○世界遺産等を周遊するルートの形成
・県内各地に点在する世界遺産等を公共交通により広域的に周遊観光できる環境の整備を推進
・移動の定時性を確保するため、ルート上の主要渋滞箇所の交差点改良やﾊﾟｰｸ＆ﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ等による渋滞対策を推進

○自転車による周遊促進
・京奈和自転車道の整備を推進し、自転車による周遊促進を強化
・「（仮称）奈良県自転車活用推進計画」を策定し、自転車の活用を総合的・計画的に推進

Ⅰ整備すべき道路のあり方

基本計画改定版に盛り込む内容

7

各種ソフト施策実施

■高速道路ナンバリング■英語表記の改善 ■交差点名標識への観光地名称表示

出典：国土交通省 「交差点名標識への観光地名称の表示」パンフレット」より



２．奈良県経済の進展に対応した目的志向の道路整備の推進 （２）観光振興に資する道路整備の推進

②観光地間の周遊促進（２）

Ⅰ整備すべき道路のあり方

8

京都府、和歌山県と連携し、総延長約180kmのサイクルルートを創
出し、観光振興による地域活性化を図る。

世界遺産等を周遊するルートの形成

■観光周遊ルート上の渋滞対策

■パーク＆バスライド施策による渋滞対策

自転車による周遊促進

薬師寺東口
交差点

京終停車場薬師寺線

〔位置図〕

▲薬師寺東口交差点（県道 奈良大和郡山斑鳩線）

・観光周遊バスルート上の主要渋滞
箇所 （改善案：右折レーン設置）

■京奈和自転車道の整備推進

■案内誘導・注意喚起サインの整備

薬師寺

唐招提寺

奈
良
大
和
郡
山
斑
鳩
線

路線バスルート



２．奈良県経済の進展に対応した目的志向の道路整備の推進 （２）観光振興に資する道路整備の推進

③観光地内の回遊促進

Ⅰ整備すべき道路のあり方

基本計画改定版に盛り込む内容

9

○ 鉄道駅や駐車場からの観光地へのアクセス導線や、周辺エリア内の回遊導線において、歩行者、自転車の
通行環境の整備等を推進

○ 奈良インバウンド観光戦略20年ビジョンと連携しながら、世界遺産等著名な観光地周辺において、
外国人を含む歩行者へのわかりやすい観光地案内を促進

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 基本計画図（参道沿道） 

 

新

池 二の鳥居 

大鳥居 

一の鳥居 

大鳥居ゲートウェイゾーン まちなか交流ゾーン 境内へのエントランスゾーン 

17.駐車場集約化事業 

７.商業者支援施設等整備事業 

基本方針（1）：参道らしさを感じさせるまちなみの形成に関する事業 

基本方針（2）：魅力の集約・連続性の確保による賑わいの創出に関する事業 

基本方針（3）：四季の彩り・人々の営みが息づく空間の演出に関する事業 

基本方針（4）：その他当該地区における来訪者の利便性 
        及び地域振興の向上に関する事業 

19.二の鳥居前トイレ移設事業 

20.交通サービス（参道新交通システム） 
導入事業 

１.大神神社参道整備事業（県道三輪山線） 

８.ＪＲ三輪駅周辺整備事業 

21.歩行空間環境整備事業 

【凡例】 

商業施設を誘導するエリア 

自動車動線 

歩行者動線 

４.まちかど広場（ポケットパーク）

整備事業（一の鳥居広場） 

４.まちかど広場（ポケット 

パーク）整備事業（辻広場） 

18.市道整備事業 

２.新池周辺公園整備事業 

三輪駅 

■観光地内における歩道等の整備

大神神社周辺地区（桜井市）

■観光案内サインの設置

歩道者系観光案内サイン

指示標識

図解標識
至

大
神
神
社

※ 大神神社参道周辺地区まちづくり基本計画より作成



２．奈良県経済の進展に対応した目的志向の道路整備の推進 （３）まちづくりに資する道路整備の推進

①道・駅・まちの一体的なまちづくり

○乗継ぎ、乗換え利便の向上
・駅周辺整備と連携した道路整備や、集約型の公共交通ターミナルの戦略的な整備の検討など、結節点整備を促進

○駅周辺の回遊まちづくり
・歩行者回遊環境の整備、渋滞対策、地区内への通過交通の流入抑制に資する道路整備、駐車場の適正配置等の

戦略的な取り組みを推進

Ⅰ整備すべき道路のあり方

基本計画改定版に盛り込む内容

近鉄郡山駅周辺地区（大和郡山市）

10

駅周辺の回遊まちづくり乗継ぎ、乗換え利便の向上

（仮称）奈良IC周辺の整備

■駅周辺整備と連携した交通結節点整備 ■駅周辺整備と連携した回遊環境の整備



２．奈良県経済の進展に対応した目的志向の道路整備の推進 （３）まちづくりに資する道路整備の推進

②公共交通利便の増進

○新たな交通システムの導入検討
LRTやBRTといった新交通システムの導入可能性や、高齢化が進む地域や観光地等での低速電動自動車や自動運
転車両の活用など、移動の円滑性向上や高齢者を中心とした利便性の向上等について検討

Ⅰ整備すべき道路のあり方

基本計画改定版に盛り込む内容

11

桜井市長谷寺門前町周辺地区
「歩くまちづくり社会実験」として低速電動自動車の運行を実施

新たな交通システムの導入検討

■コミュニティバスへの自動運転の活用実験（茨城県日立市）

【運行車両】

【社会実験状況】

■道の駅等を拠点とした自動運転実証実験（滋賀県東近江市他）

（日時）平成30年11月18日（日） 歩行者専用化：11時～15時

■低速電動自動車の活用事例

■実施日 ： 平成30年11月18日（日）
■車 両 ： 低速電動自動車（定員10名）

■利用人数：延べ約460名

出典：国土交通省自動運転戦略本部資料

歩行者専用化
区間

グリーンスローモビリティ
運行区間

南都銀行前

長谷寺前駐車場

至宇陀

国道165号線

近鉄長谷寺駅

至桜井

長谷寺



対策後対策前

２．奈良県経済の進展に対応した目的志向の道路整備の推進 （３）まちづくりに資する道路整備の推進

③生活空間における道路環境整備の推進

○生活空間における歩行者・自転車利用環境の向上
・まちなみの保全や、歩行者や自転車を優先した道路空間の再構築、また、歩道等のバリアフリー化など、人にやさしい
ネットワークの形成を支援

○病院等の整備と一体となったアクセス道路の確保
・医療・福祉部局や市町村等の関係機関と連携しつつ、ユニバーサルデザインにも配慮した快適で魅力ある散策環境

の整備を推進

基本計画改定版に盛り込む内容

Ⅰ整備すべき道路のあり方

12

生活空間における歩行者・自転車利用環境の向上

■歩道のバリアフリー化

・公共施設周辺のバリアフリー化を推進するため、県内市町村におけ
るバリアフリー基本構想の作成を促進。
・歩道の通行機能の向上を推進することで、高齢者や乳幼児連れ等
の移動の円滑化を図る。

■自転車専用通行帯の設置（広陵町）

・車の通行量が多い路線で自転車の安全な通行の確保を目的と
して整備。

▲広陵町内の町道に県内で初めて自転車専用通行帯を設置▲一般県道大和八木停車場線での歩道整備および点字ブロック設置



３．安全・安心を支える道路整備の推進

①災害に強い道路の整備（１）

○紀伊半島アンカールートの早期整備
・事業中箇所の早期整備、未改良区間の事業化に向けた検討 及び 国への働きかけ

○役場や災害拠点病院等へのアクセスの改善
・骨格幹線道路ネットワークから災害時に地域の拠点となる役場や、地域災害拠点病院へのアクセスを確保

○大規模広域防災拠点へのアクセス道路の検討
・災害時に被災地への応急復旧活動や、紀伊半島の後方支援の拠点として計画中の大規模広域防災拠点への

アクセス道路整備を検討

○災害時の安全かつ円滑な移動の確保
・災害時における多重性を確保するため、幹線道路の脆弱区間に対する代替路の設定や、幹線道路から防災拠点へ
のアクセスとして補完路を設定。国との連携を密に取りながら、災害時の道路の啓開・復旧の迅速化を図る。

・災害時の走行確実性を高めるひとつの方策として、ラウンドアバウトの導入可能性について検討

○重要インフラの防災・減災対策の推進
・平成30年度に実施した重要インフラの緊急点検結果を踏まえ、重要インフラに対しての防災・減災対策事業を推進

○無電柱化の推進
・「（仮称）奈良県無電柱化推進計画」を策定し、災害時の電柱倒壊による道路閉塞を回避するなど、防災の観
点から緊急輸送道路の無電柱化を推進

・緊急輸送道路において、新設電柱の占用禁止や既設電柱の撤去に向けた占用制限を実施

Ⅰ整備すべき道路のあり方

基本計画改定版に盛り込む内容

13



３．安全・安心を支える道路整備の推進

①災害に強い道路の整備（２）

Ⅰ整備すべき道路のあり方

14

紀伊半島アンカールートの早期整備

■京奈和自動車道 ■国道１６８号、国道１６９号

近畿自動車道紀勢線

紀伊半島アンカールート



黒滝村役場

３．安全・安心を支える道路整備の推進

①災害に強い道路の整備（３）

Ⅰ整備すべき道路のあり方

15

役場や災害拠点病院等へのアクセスの改善

■黒滝村役場へのアクセス改善

・骨格幹線道路ネットワーク（国道
309号）から黒滝村役場へのアク
セス道路となる赤滝五條線を整備

整備済箇所

整備済 整備中未着手

赤滝五條線

国
道
３
０
９
号

役場アクセスの改善

【防災力の向上】

・南海トラフ巨大地震に
も対応した大規模広域
防災拠点（応援部隊の
ベースキャンプ機能
等）の整備

・陸上自衛隊駐屯地の誘致

大規模広域防災拠点へのアクセス道路の検討
道の駅

「吉野路黒滝」
（バス乗継拠点）

路
線
バ
ス
経
路

コミュニティーバス

路線バス

路線バス経路

コミュニティーバス経路

・平成29年度 特定テーマ型モデル｢道の駅｣(地域交通拠点部門)
に道の駅「吉野路黒滝」が認定

（
骨
格
幹
線
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

平成29年度 特定テーマ型モデル｢道の駅｣(地域交通拠点部門)
中山間部地域及びその周辺地域において、｢道の駅｣が公共交通モード間の接続拠点となっ

ており、接続機能向上の取組により、現時点で地域住民の生活の足の確保に資する成果をあ
げている｢道の駅｣として国土交通大臣が認定。



３．安全・安心を支える道路整備の推進

①災害に強い道路の整備（４）

Ⅰ整備すべき道路のあり方

災害時の安全かつ円滑な移動の確保

■災害時の多重性・代替性の確保と体制の強化

○平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、

国土交通大臣が物流上重要な道路輸送網を「重要物流道

路」として 計画路線を含めて指定し、機能強化を実施。

○災害時の多重性を確保するため、幹線道路の脆弱区間に

対する代替路や、幹線道路から防災拠点へのアクセスとし

て補完路を設定。

○今年度末を目途に供用中区間を指定し、2019年度

に事業中・計画中を含めて指定予定。

出典：ラウンドアバウト検
討委員会資料より

平成25年6月 改正道路交通法の成立 公布（平成26年9月施行）
（環状交差点の定義、通行方法の規定）

＜国の動向＞
平成25年9月 ラウンドアバウト検討委員会を開催（国土交通省）

社会実験の結果や諸外国の導入事例等を分析し、導入に当たっ
ての技術的な課題等を検討

平成26年8月 「望ましいラウンドアバウトの構造について」を通知

ラウンドアバウトは、交通円滑化、交通安全対策、災害時の対応
力の向上等が見込まれる。

■環状交差点（ラウンドアバウト）の検討

▲長野県飯田市東和町の環状交差点

・重要物流道路のうち、道路構造上

支障のない区間（約8割）について、

国際海上コンテナ車（40ft背高）の特車通

行許可を不要とする措置を導入

・重要物流道路は、構造基準（高さ）4.5m

から4.8mに引上げ

（高さ4.1mの車両に対応）

【重要物流道路】

・災害時の道路啓開・災害復旧を

国が代行

【重要物流道路及び代替・補完路】

《指定による効果》

《重要物流道路の供用中区間の指定について》

① 重要物流道路

■ ネットワークのイメージ

重要物流道路の脆弱区間の
代替路や災害時拠点（備蓄
基地・総合病院等）への補完
路として、代替・補完路
（約15,000ｋｍ）を指定

② 代替・補完路

▲豊田市（鞍ヶ池スマートIC付近） 16

※１ 地方ブロック単位で策定
（各都道府県単位で策定する
ビジョン・計画とも調整）

出典：国土交通省 「重要物流道路の供用中区間の指定について」より



３．安全・安心を支える道路整備の推進

①災害に強い道路の整備（５）

Ⅰ整備すべき道路のあり方

無電柱化の推進

＜国の動向＞
平成30年9月 「重要インフラの緊急点検に関する関係閣僚会議」開催

最近の災害による社会生活への影響を鑑み、電力インフラ、
交通インフラ等、重要インフラの災害時の機能確保について、
緊急点検及び対策を実施。

重要インフラを「防災」と「国民経済・生活」の観点から分け、計132
項目の緊急点検を実施。点検結果と対応策をまとめた。

Ⅰ．防災のための重要インフラ等の機能維持
Ⅱ．国民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維持

平成30年12月 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」策定

平成30年7月 豪雨による堤防が決壊、浸水深5mを超える浸水
9月 北海道胆振東部地震による電力供給インフラの被災
9月 台風21号による関西国際空港の浸水、それによる停電

重要インフラの防災・減災対策の推進

17

近年、災害の激甚化・頻発化、高齢者・障害者の増加、訪日外国人を
始めとする観光需要の増加等により無電柱化の必要性が高まっている。

＜国の動向＞
平成28年12月 「無電柱化の推進に関する法律」 公布・施行
平成30年4月 国土交通省が「無電柱化推進計画」 策定

無電柱化の推進を図るため、今後の無電柱化の基本的な方針や
施策等を定める「（仮称）奈良県無電柱化推進計画」策定予定

【小型ボックス活用埋設方式の事例】
京都市（先斗町通り）

整備イメージ

＜無電柱化の推進に向けた取組例＞

〔緊急輸送道路における電柱の占用制限〕

県管理道路の緊急輸送道路において、
電柱の新設を禁止する措置を開始
（平成３１年４月）

〔低コスト手法の採用〕

低コスト手法である小型ボックス活用埋
設方式等の採用について検討する。

〔道路事業等の実施と併せた無電柱化〕

道路事業や市街地開発事
業等が実施される場合、こ
れらの事業と併せて無電
柱化を実施することにより、
効率的な整備が可能

整備前 整備後

出典：京都市 「今後の電柱化の進め方」より



３．安心・安全を支える道路整備の推進

②老朽化に対応した適切な維持管理の実施

○事後保全から予防保全への転換促進

・既に損傷が著しい構造物については、事後保全による補修・補強を着実に実施
・定期点検の徹底による事後保全から予防保全への転換促進

Ⅰ整備すべき道路のあり方

基本計画改定版に盛り込む内容

今後、道路構造物が急速に老朽化していくことを踏まえ、メンテナ
ンスサイクルを確立するために具体的な点検頻度や方法等を定
めることが必要。

＜国の動向＞
平成26年3月「道路法施行規則の一部を改正する省令」及び「トン
ネル等の健全性の診断結果の分類に関する告示」公布（平成26
年7月施行）
・トンネル、橋等の点検は近接目視により５年に１回の頻度で行う
ことを基本とし、その健全性については４段階に区分することが義
務づけられた。
平成26年6月 「定期点検要領」策定・通知
・統一的な尺度での健全性の判定や、点検、診断等の結果につ
いて記録・保存するために、点検に係る仕組みが制度化された。

18

▲建設後50年を経過する橋梁の割合

60%40%

2030年1月末現在

60%40%
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【年】

【橋】

市町村管理

県管理高度経済成長期

▲奈良県内の年次別架設橋梁数（県及び市町村）※不明橋は除く

橋梁・トンネル・大型構造物の定期点検（5年に1回）完了に伴い、
各々の補修計画の見直しによる管理コストの最適化を図る。

■メンテナンスの計画的実施

※出典：第9回 奈良県道路インフラ維持管理連絡協議会 資料より



Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

NEXCO 39 38 32 5 1 0

道路公社 9 2 0 0 2 0

国 147 105 55 45 5 0

県 119 119 13 74 32 0

市町村 58 43 4 29 10 0

管理者名 点検計画数 点検実施数
判定区分

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

NEXCO 0 0 0 0 0 0

道路公社 4 4 0 2 2 0

国 7 5 1 4 0 0

県 133 66 0 41 25 0

市町村 40 23 0 17 6 0

管理者名 点検計画数 点検実施数
判定区分

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

NEXCO 98 79 6 64 9 0

道路公社 16 0 0 0 0 0

国 463 399 226 145 28 0

県 2,342 1,880 192 1,496 192 0

市町村 7,147 5,403 1,524 3,261 601 17

管理者名 点検計画数 点検実施数
判定区分

３．安心・安全を支える道路整備の推進

②老朽化に対応した適切な維持管理の実施

Ⅰ整備すべき道路のあり方
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■橋梁定期点検結果（H30.6末時点）

事後保全

予防保全

■インフラ点検状況

・管理橋梁 2,342橋 （ 2 m以上）

・県管理トンネル 133トンネル
・県管理大型構造物 119施設

※大型構造物 ： 歩道橋、門型標識、ﾛｯｸｼｪｯﾄﾞ等

（平成30年6月末時点）

・奈良県内の各道路管理者が道路インフラの
維持管理についての情報共有や問題解決へ
の連携を深めることを目的に「奈良県道路イ
ンフラ維持管理連絡協議会」を設立

道路メンテナンス会議 設立 〔H26.4～〕

定期点検の実施 〔H26.7～〕

・5年に1回の近接目視による点検を開始

市町村に対する技術支援の実施

「奈良モデル」の取り組みとして、県が中心となり、県が一括
発注する「垂直補完」と近接する市町村が共同で発注する
「水平補完」を組み合わせることで、市町村の自立に向けた
支援と、発注規模の適正化により、メンテナンスサイクルの
定着を目指す。これまでに３７市町村の支援

■トンネル定期点検結果（H30.6末時点）

■大型構造物定期点検結果（H30.6末時点）

〇橋梁

〇トンネル

〇道路構造物等



３．安全・安心を支える道路整備の推進

③暮らしを支える交通安全対策

○PDCAサイクルによる効率的かつ効果的な交通安全対策
・第4次社会資本重点整備計画において選定された「事故危険箇所」の交通事故対策を図りつつ、
高齢者の人身事故にも配慮した交通事故の分析や対策などの取組を推進

○通学路の安全確保
・「通学路交通安全プログラム」に基づき、関係機関が連携して、合同点検による危険箇所の把握、安全対策の実施
や効果確認など、PDCAサイクルによる取組を行っており、引き続き、継続的な取組の展開を図る。

Ⅰ整備すべき道路のあり方

基本計画改定版に盛り込む内容

高齢者の事故分析と対策

○「奈良県通学路安全対策推進会議」の設置
・望ましい通学路のあり方や具体の対策等を検討
・県土マネジメント部長、教育委員会教育次長、警察本部交通部長、
各副市町村長、各市町村教育委員会教育次長、国土交通省奈良
国道事務所長で構成。

○緊急合同点検の対策必要箇所における具体的な取り組み
・対応が可能なものは速やかに着手
・道路拡幅などが必要なものは、更に対策の検討を進めます。
・対策状況等についてフォローアップや検討を実施。

○対策必要箇所内容等の公表
・市町村毎に総括した一覧表を公表

通学路の安全対策
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対策後対策前

○奈良県の高齢者の死者事故発生
推移は、全国を上回る指数で推移

○人対車両の高齢者事故は、非高齢者
事故より２倍の割合（横断中事故が多い）

○死亡事故の半数は高齢者が関連

事故の特性整理

■検討フロー（案）

現況調査

事故対策の立案

対策実施
効果検証

図3

図2

図1



４．整備に当たっての条件・配慮事項 （２）道路ストックの有効活用と効率的な整備

⑤多様な交通モード間の連携

○ 多様な交通モード間の連携
・地域における鉄道やバス等の公共交通ネットワークの利用状況を踏まえ、既存の道路ネットワークと他の
交通モードとの連携を強化
・建設が予定されているリニア中央新幹線との連携について、リニア中央新幹線の開業効果が県全域に及ぶよう、
戦略的に検討

Ⅰ整備すべき道路のあり方

基本計画改定版に盛り込む内容

（仮称）奈良IC周辺の整備

幹線交通・域内交通のイメージ

リニア中央新幹線ルート概念図
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■駅周辺整備と連携した交通結節点整備の強化の事例 （再掲）
■リニア中央新幹線との連携の検討



＜外国人特有の危険箇所の対策＞

※社会資本整備審議会 道路分科会 第30回国土幹線道路部会資料より

1．評価の重視と「選択と集中」

（３）新たなニーズを把握する調査

Ⅱ．道路整備の進め方

交通流動の変化の把握
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○交通流動の変化の把握
・京奈和自動車道の段階的整備やリニア中央新幹線の事業展開を踏まえ、県内交通流動の変化を調査
・外国人特有の危険箇所を把握する調査体系の確立と対策を検討
・外国人も含めたユーザーの不満等も含め、観光に関する人と車の動きを同時に把握する調査体系を確立

基本計画改定版に盛り込む内容

例）渋滞がひどい、迷った（公共交通）、料金が高い等

＜訪日外国人によるSNS投稿データ分析＞

※近畿圏地域動向分析調査業務報告書(H29)より
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